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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第72期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準の適用にともなう減損損失の計上等に

よるものであります。 

４．第72期は、当期純損失のため株価収益率は記載しておりません。 

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 

売上高（百万円） 25,967 27,546 31,988 33,759 35,941 

経常利益（百万円） 1,226 1,029 1,150 983 862 

当期純利益（△当期純損失） 

        （百万円） 
600 551 △211 568 455 

純資産額（百万円） 12,323 12,691 12,428 12,822 12,818 

総資産額（百万円） 21,694 21,807 22,388 21,643 22,038 

１株当たり純資産額（円） 1,003.63 1,034.10 1,012.57 1,042.65 1,043.16 

１株当たり当期純利益 

  （△当期純損失）（円） 
46.93 43.06 △19.24 46.40 37.22 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 56.8 58.2 55.5 59.0 58.0 

自己資本利益率（％） 4.97 4.41 △1.68 4.51 3.57 

株価収益率（倍） 14.66 14.86 － 13.02 14.78 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,597 808 667 1,396 717 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△645 △383 △376 △174 △407 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△924 △248 △381 △1,044 57 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
922 1,099 1,009 1,187 1,555 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

427 

(240) 

442 

(227) 

455 

(197) 

467 

(186) 

473 

(197) 
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 (2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第70期の１株当たり配当額には、創立70周年記念配当１円を含んでおります。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第71期における従業員数の増加の主な要因は、平成16年10月１日付甲信サンリン㈱、イナガス㈱並びに㈱百

瀬石油との合併によるものであります。 

５．第72期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準の適用にともなう減損損失の計上等に

よるものであります。 

６．第72期及び第74期は、当期純損失のため株価収益率及び配当性向は記載しておりません。 

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 

売上高（百万円） 21,541 23,828 28,753 30,344 33,163 

経常利益（百万円） 981 950 1,064 929 964 

当期純利益(△当期純損失)  

        （百万円） 
505 541 △197 510 △90 

資本金（百万円） 1,512 1,512 1,512 1,512 1,512 

発行済株式総数（千株） 12,300 12,300 12,300 12,300 12,300 

純資産額（百万円） 12,537 12,171 11,913 12,206 11,681 

総資産額（百万円） 19,718 20,013 20,353 19,759 19,725 

１株当たり純資産額（円） 1,017.85 988.57 967.61 992.95 950.31 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 

（円） 

16.00 

(－) 

15.00 

(－) 

15.00 

(－) 

15.00 

(－) 

15.00 

(－) 

１株当たり当期純利益 

   (△当期純損失)（円） 
39.44 42.60 △17.54 41.52 △7.32 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 63.6 60.8 58.5 61.8 59.2 

自己資本利益率（％） 4.10 4.45 △1.66 4.23 △0.77 

株価収益率（倍） 17.45 15.02 － 14.55 － 

配当性向（％） 38.9 35.2 － 36.1 － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

272 

(167) 

332 

(184) 

329 

(168) 

350 

(152) 

356 

(166) 
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２【沿革】 

年 月 事       項 

昭和９年12月 煉炭の製造及び販売を目的として信濃燃料株式会社を設立。 

  資本金200千円、代表取締役社長 湯口昌、本社所在地・東京市（現東京都）下谷区坂町11番地。 

昭和11年３月 商号を信濃三鱗煉炭株式会社に変更。 

昭和12年10月 商号を信濃三鱗株式会社に変更。 

昭和19年５月 本社を東京都千代田区神田旅籠町２丁目６番地に移転。 

昭和22年８月 本社を長野県長野市大字鶴賀緑町1029番地に移転。 

昭和31年８月 ＬＰガス販売を開始。 

昭和32年２月 石油製品販売を開始。 

昭和33年２月 東亜燃料株式会社を合併。 

昭和34年11月 長野県松本市に給油所第１号として、直営の松本給油所（平成５年３月廃止）設置。 

昭和38年７月 長野県松本市に松本営業所（現松本支店）設置。 

昭和41年７月 商号をサンリン株式会社に変更し、本社を長野県松本市大手１丁目７番12号に移転。 

昭和41年10月 新潟県直江津市（現上越市）に直江津煉炭豆炭工場設置。 

昭和41年11月 輸送部門を分離独立させ、三鱗運送株式会社（現・連結子会社）を設立。 

昭和41年12月 長野県松本市に松本充填所設置。 

昭和41年10月 イナガス株式会社（平成16年10月吸収合併）の株式取得。 

昭和47年11月 効率的経営を行うため、株式会社ミツウロコと合弁で両社の新潟県内における営業権及び従業員を

分離独立、統合させ新潟サンリン株式会社（現・持分法適用関連会社）を設立。 

昭和48年４月 長野県長野市に長野三鱗商事株式会社(平成５年６月吸収合併）を設立。 

昭和48年８月 長野県長野市に長池充填所設置。 

昭和52年４月 長野県南安曇郡穂高町に酸素窒素充填工場（現・穂高支店）新設。酸素・窒素の販売開始。 

昭和53年３月 当社の住宅設備工事部門を独立させ、ウロコ興業株式会社（現・連結子会社）を設立。 

昭和55年９月 長野県塩尻市に塩尻支店設置。 

昭和55年11月 富山県内の営業拠点として、株式会社ミツウロコ他と合弁で富山ミツウロコ株式会社（現・連結子

会社富山サンリン株式会社）を設立。 

昭和56年９月 長野県伊那市に、上伊那ガス燃料株式会社（現・連結子会社）設立。 

昭和56年９月 南安石油販売株式会社（平成11年10月吸収合併）の株式取得。 

平成元年８月 長野県塩尻市にゴルフ練習場「モンヴェール」設置。 

平成２年６月 三鱗商事株式会社（平成５年６月吸収合併）の株式取得。 

平成３年７月 甲信産業株式会社（平成５年４月に甲信サンリン株式会社へ商号変更、平成16年10月吸収合併）の

株式取得。 

平成４年10月 本社を長野県東筑摩郡山形村字下本郷4082番地３に移転。 

平成５年６月 営業区域の整理統合により、販売の一元化及び強化を図るため、三鱗商事株式会社及び長野三鱗商

事株式会社を吸収合併。 

平成８年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成10年１月 長野県長野市に長野エコステーション（低公害天然ガススタンド）を設置。 

平成10年１月 松本地区の強化を図るため、松本石油販売株式会社（現・連結子会社サンリン松本石油㈱）の株式

取得。 

平成11年10月 効率化を図るため、100％子会社の南安石油販売株式会社を吸収合併。 

平成12年７月 効率化を図るため、飯田商事株式会社（100％子会社）をサンエネック株式会社（現・連結子会社）

に吸収合併。 

平成14年７月 ウロコ興業株式会社が「ISO9001」(国際標準化機構が発行した品質マネジメントシステムの国際規

格）を取得。 

平成14年12月 松本地区の強化を図るため、株式会社百瀬石油（平成16年10月吸収合併）の株式を100％取得。 

平成14年12月 長野県東筑摩郡山形村にバルク専用出荷基地「山形バルクセンター」を設置。 

平成15年４月 本社及び山形バルクセンター並びに松本石油販売株式会社（現・サンリン松本石油㈱）本社、サン

エネック株式会社が「ＩＳＯ14001」(国際標準化機構が発行した環境マネジメントシステムの国際

規格）を同時取得。 
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３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（サンリン株式会社）、子会社７社及び関連会社３社で構成さ

れており、当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の３部門について当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載し

ております。 

(1）燃料部門 

石油類…………………………………当社のほか、国内子会社富山サンリン㈱、サンリン松本石油㈱及び国内関連

会社新潟サンリン㈱、軽井沢ガス㈱が仕入・販売しております。 

ＬＰガス………………………………当社のほか、国内子会社富山サンリン㈱、サンリンエネルギー商事㈱及び国

内関連会社新潟サンリン㈱、軽井沢ガス㈱が仕入・販売しております。 

一般高圧ガス…………………………当社が仕入・販売しております。 

煉炭・豆炭……………………………当社が製造・販売しており、国内子会社富山サンリン㈱、サンリン松本石油

㈱及び国内関連会社新潟サンリン㈱、軽井沢ガス㈱が販売しております。 

(2）燃料関連部門 

ＬＰガス充填…………………………当社のほか、国内子会社上伊那ガス燃料㈱、富山サンリン㈱及び国内関連会

社新潟サンリン㈱、軽井沢ガス㈱が行っております。 

ＬＰガス等配管工事…………………当社のほか、国内子会社ウロコ興業㈱及び国内関連会社新潟サンリン㈱が施

工・販売しております。 

石油類・ＬＰガス等配送……………当社のほか、国内子会社三鱗運送㈱、サンリン松本石油㈱、富山サンリン

㈱、及び国内関連会社新潟サンリン㈱、軽井沢ガス㈱が行っております。 

住設機器類等…………………………当社のほか、国内子会社サンリン松本石油㈱、富山サンリン㈱及び国内関連

会社新潟サンリン㈱、軽井沢ガス㈱、クエストパワー㈱が仕入・販売してお

ります。 

ＬＰガス容器管理・賃貸……………国内子会社サンエネック㈱が行っております。 

(3）その他部門 

スポーツ施設の経営…………………当社が行っております。 

損害保険代理店業務…………………国内子会社サンエネック㈱が行っております。 

年 月 事       項 

平成16年６月 長野県東筑摩郡山形村にサンリンエネルギー商事株式会社（現・連結子会社）を設立。 

平成16年６月 ＥＳＣＯ事業参入のため、クエストパワー株式会社（現・持分法適用関連会社 本店：東京都）設

立に資本参加。 

平成16年10月 効率化を図るため、100％子会社の甲信サンリン株式会社、イナガス株式会社及び株式会社百瀬石

油の３社を吸収合併。 

平成16年10月 富山ミツウロコ株式会社を富山サンリン株式会社（現・連結子会社）に商号変更。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成18年４月 本社及び山形バルクセンター並びに松本石油販売株式会社（現・サンリン松本石油㈱）本社、サン

エネック株式会社の「ＩＳＯ14001」(国際標準化機構が発行した環境マネジメントシステムの国際

規格）の認証更新  

平成18年７月 松本石油販売株式会社をサンリン松本石油株式会社（現・連結子会社）に商号変更。 
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 以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 

 
（注） 無印 連結子会社 

※１印 関連会社で持分法適用会社 

※２印 関連会社で持分法非適用会社 
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先 

サ ン リ ン 松 本 石 油 ㈱

富 山 サ ン リ ン ㈱

サンリンエネルギー商事㈱

※1  クエストパワー㈱

※2 軽 井 沢 ガ ス㈱

三鱗運送㈱ 

上伊那ガス燃料㈱ 

ウロコ興業㈱ 

※1 新潟サンリン㈱

サンエネック㈱ 

サンエネック㈱ 

製品・商品販売・設備工事・サービス業務

ＬＰガス等の配送 

ＬＰガス充填 

商品販売 

商品販売 

設備工事 

設備工事 

損害保険代理店業務 

ＬＰガス関連機器管理 

設備工事

設備工事

設備工事

損害保険代理店業務 

容器管理業務 

損害保険代理店業務

設備工事 

商品販売 

商品販売 

ＬＰガス充填 

ＬＰガス等の配送 

製品・商品販売 
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４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

事業内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

関係内容 

連結子会社            

三鱗運送株式会
社 

長野県松本市 10 燃料関連部門 100.0 

役員の兼任等 兼任２名 

資金援助 ────── 

営業上の取引 商品の配送委託 

設備の賃貸状況 事務所・車庫 

ウロコ興業株式
会社 

長野県松本市 90 同上 100.0 

役員の兼任等 兼任３名 

資金援助 ────── 

営業上の取引 
商品の販売に伴う工事
下請 

設備の賃貸状況 事務所・倉庫 

富山サンリン株
式会社 

富山県富山市 100 
燃料部門 
燃料関連部門 

100.0 

役員の兼任等 兼任３名 

資金援助 ────── 

営業上の取引 商品の販売 

設備の賃貸状況 ガソリンスタンド設備 

サンエネック株
式会社 

長野県東筑摩
郡山形村 

30 
燃料関連部門 
その他部門 

100.0 

役員の兼任等 兼任４名 

資金援助 ────── 

営業上の取引 
ＬＰガス容器の販売・
ＬＰガス容器等貸借 

設備の賃貸状況 事務所 

上伊那ガス燃料
株式会社 

長野県伊那市 50 燃料関連部門 70.0 

役員の兼任等 兼任２名 

資金援助 ────── 

営業上の取引 ＬＰガス充填委託 

設備の賃貸状況 ────── 

サンリン松本石
油株式会社 

長野県東筑摩
郡山形村 

27 
燃料部門 
燃料関連部門 
その他部門 

94.1 

役員の兼任等 兼任２名 

資金援助 ────── 

営業上の取引 商品の販売 

設備の賃貸状況 事務所 

サンリンエネル
ギー商事株式会
社 

長野県東筑摩
郡山形村 

10 燃料部門 90.0 

役員の兼任等 

資金援助 

営業上の取引 

設備の賃貸状況 

兼任４名 

────── 

商品の販売 

事務所 

持分法適用関連
会社 

           

新潟サンリン株

式会社 
新潟県新潟市 400 

燃料部門 

燃料関連部門 
35.0 

役員の兼任等 兼任４名 

資金援助 ────── 

営業上の取引 商品の販売 

設備の賃貸状況 ────── 

クエストパワー
株式会社 

東京都千代田
区 

50 燃料関連部門 33.0 

役員の兼任等 

資金援助 

営業上の取引 

設備の賃貸状況 

兼任３名 

────── 

商品の販売 

────── 
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５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（常用パート、パートタイマー等であります。）は（ ）

内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．事業部門別につきましては、兼務につき特定の部門に区分できないため全社（共通）として記載しておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（常用パート、パートタイマー等であります。）は（ ）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。 

２．平均年間給与は税込支給金額であり、残業手当等の基準外給与及び賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合は、サンリングループ労働組合と称し、上部団体には所属しておりません。平成20年３

月31日現在の組合員数は360名で、労使関係は結成以来円満に推移しており特記すべき事項はありません。 

平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

全社（共通） 473 (197) 

合計 473 (197) 

平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

356 (166) 40.7 14.7 4,975,259 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な輸出に支えられ、穏やかながら拡大基調が続いておりました

が、夏場以降にはアメリカにおけるサブプライムローン問題の影響を受け、為替や株価に変調をきたし、さらに穀

物などの原材料価格の上昇が加わり、景気の先行きに不透明感が増す推移となりました。 

 とりわけ当社グループの主力商品である、原油・ＬＰガスの仕入価格は上昇の一途をたどり、標準油種ＷＴＩの

先物価格は２月後半に１バレル１００ドルを突破、またＬＰガスのＣＰ価格（サウジアラビアの売渡通告価格）も

１月には１トンあたり８７０ドルといずれも過去最高値を更新いたしました。 

 エネルギー業界におきましては、業界間に垣根の無い複合エネルギー時代を迎え、エネルギー間の覇権競争は激

化する一方にあります。ＬＰガス業界では、選択と集中の戦略から系列を超えた企業間の統合や営業権譲渡、充填

及び配送の業務提携や共同化による物流の合理化など構造改革が活発化しております。こうした構造改革は当然の

ごとく激しい価格競争を伴っており、仕入価格の上昇に応じた適正な販売価格設定を阻む要因の一つとなっており

ます。     

 このようななか、当社グループは顧客満足度の向上のため、お客様ひとりひとりとのコミュニケーションを基本

に引き続き積極的な営業活動を展開し、加えてエネルギー部門における保安確保は当社グループ事業の基本である

との経営理念に基づき、自己完結型の保安体制の強化に努めてまいりました。また、当社グループにとって環境保

全活動はエネルギー事業者としての当然の責務であるとの経営理念を実践するため、環境ＩＳＯ14001に基づく継

続的な改善、汚染の予防・事故の防止の徹底に積極的に取り組んでまいりました。 

 これらの結果、業績面では当連結会計年度における売上高は,仕入価格の高騰に伴い35,941百万円（前年同期比

6.5％増）となりましたが、競争の激化から仕入価格の上昇分を販売価格へ十分転嫁できなかった等の要因から売

上総利益率が低下したことにより経常利益862百万円（同12.4％減）となりました。特別利益及び特別損失を加減

した税金等調整前当期純利益は843百万円（同11.1％減）となり、当期純利益は455百万円（同19.8％減）となりま

した。 

 なお、個別業績につきましては、関係会社株式評価損639百万円を特別損失に計上したことから、当期純損失90

百万円となりました。 

事業部門別の業績は次のとおりであります。 

①燃料部門 

石油類におきましては、仕入価格が上昇の一途をたどり販売価格への転嫁に追われ、また年度末にはガソリ

ン税の暫定税率問題も発生し、ガソリンに消費者の関心が集まる１年となりました。このようななか、当社グ

ループは30店舗からなるＳＳ（給油所）ネットワークを活用しお客様の要望に多面的に応える営業を展開いた

しました。また、大手コンビニエンスストアチェーンとの提携による販促キャンペーンなども積極的に実施い

たしました。ガソリン等自動車燃料の販売は健闘したものの、暖房用灯油については価格高騰による買い控え

等の影響を受け、石油類全体としては数量で前年を下回ることとなりました。 

 ＬＰガスにおきましては、引き続きコスト競争力強化と需要拡大に対応できるようバルク供給化を引続き推

進いたしました。折からのオール電化住宅攻勢に対応するため当社グループのバルク供給料金体系を基本とし

て「安価であること」「機能性・利便性に優れていること」「環境にやさしいこと」「災害に強いこと」の４

大利点を積極的に訴求し、社内コンテスト等の実施も含め人材育成とともに積極的な営業推進を行ってまいり

ました。卸売部門では販売店と一体となった各種研修会並びに販売促進企画「ＣＳキャンペーン２００７」を

実施し需要促進活動を展開してまいりました。販売数量ではほぼ前年並を確保するところとなりました。 

 煉炭・豆炭におきましては、その製品の特性から根強い需要に支えられており、特に主力販売先であります

ＪＡ・ホームセンターへの販売拡大策を引き続き強化し、販売チャネルの多角化やシェアアップに努めてまい

りました。社会環境の変化から市場は縮小トレンドにあり数量は減少の傾向にありますが、当連結会計年度に

おいては前年比で数量増を実現することができました。 

 当社グループは全社をあげて危機感を持った営業推進に努めました。その結果、石油類並びにＬＰガスとも

仕入価格が高騰したことにより、当部門の売上高は前連結会計年度比9.9％増の31,091百万円となりました。

②燃料関連部門 

  燃料関連部門では、中心となる住宅設備機器商品において、オール電化住宅攻勢に対抗するため前年導入

いたしましたデモンストレーション用の車両「ガス イズ ベスト号」２台の有効活用、「ガラストップコン

ロ」・「高効率給湯機エコジョーズ」等高機能かつ環境対応商品の推進を中心に既存客の買い替え促進並び

に、新築需要や今後の主力となる住宅リフォーム需要の掘り起こしのため、エンドユーザー及び設計会社・工

務店等のサブユーザーの新規開拓にも傾注いたしました。当社グループの広範な店舗網を生かした、お客様が

安心して相談できる会社を目指し社員の研修・教育には特に力を入れ、技術力とサービス力の向上のための人

材育成に努めてまいりましたが、大型物件等の低迷により完成工事高が減少したため、当部門の売上高は前連

結会計年度比7.9％減の4,768百万円となりました。 
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③その他部門 

当部門では、ゴルフ練習場につきましては、ゴルフスクールの女性向けやジュニア向けの企画をさらに充実

させるとともに、メーカーとタイアップしたクラブ試打会等を積極的に進め固定客の確保に努めてまいりまし

た。 

 損害保険業務につきましてもＳＳの車検代行業務に関連しグループを挙げて新商品の販売、新規客の獲得、

再契約の獲得率の向上に努めてまいりましたが、前連結会計年度末にコンビニエンスストアを閉鎖したこと等

により、当部門の売上高は、前連結会計年度比71.0％減の82百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは717百万円の資金獲得、投資活動に

よるキャッシュ・フロー407百万円の資金支出、財務活動によるキャッシュ・フローは57百万円の資金獲得とな

り、その結果、当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会

計年度末比367百万円増加し、当連結会計年度末は1,555百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因につきましては「７．財政状態及び経営成

績の分析」に記載しております。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の事業部門別生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価にて記載しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の事業部門別仕入実績は次のとおりであります。  

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループの製品は、すべて見込生産であり、受注生産を行っておりません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の事業部門別販売実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門名称 
当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

前年同期比（％） 

燃料部門（百万円） 287 5.8 

合計（百万円） 287 5.8 

事業部門名称 
当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

前年同期比（％） 

燃料部門（百万円） 24,791 13.4 

燃料関連部門（百万円） 3,326 4.6 

その他部門（百万円） － － 

合計（百万円） 28,117 11.7 

事業部門名称 
当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

前年同期比（％） 

燃料部門（百万円） 31,091 9.9 

燃料関連部門（百万円） 4,768 △7.9 

その他部門（百万円） 82 △71.0 

合計（百万円） 35,941 6.5 
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３【対処すべき課題】 

(1）当社グループの現状の認識について 

当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）は創業以来、エネルギー関連供給事業者として一貫して地球

環境保全を重視し、森林保護を目的として薪炭に代わる煉炭・豆炭から始まり、現在は石油・ＬＰガスを主力商品

としております。クリーンで安全便利なエネルギーを安価で安定的に供給し、「豊かな暮らしのお手伝い」をテー

マに、エネルギー販売を通じてお客さまのニーズに沿ったサービスを提供するとともに、地球規模でのＣＯ２排出

抑制の要望が高まるなか、環境負荷の低いエネルギーの普及推進とエネルギー利用の高効率化を追及することが、

当社グループに課せられた課題と認識しております。  

(2）当面対処すべき課題の内容 

当社グループは、「会社の存続は適正利益の確保にあり、その根源は顧客ニーズ、株主利益、社員の幸せ、地域

社会の期待に応えることにある。」を経営理念に掲げ、すべてのステークホルダーの満足を追求することを基本方

針として企業価値の向上に努めております。「日々改善と開発に努め、前進する」をモットーに「少子・高齢・人

口減少社会に対応するサービスの提供」を目指して「エネルギーの提供を柱に、生活サービス事業分野の拡大に挑

戦」してまいります。また、生活提案型企業として、提案力のある信頼される人材の育成にも傾注してまいりま

す。 

(3）対処方法 

燃料部門におけるガソリンにつきましては、フルサービスＳＳとセルフＳＳのそれぞれの特色に合わせたサービ

スを提供するとともに、ＳＳの運営効率の高い配置と、集客力のアップのため、引き続き当社グループ独自のオリ

ジナリティーのあるサービス体制の構築を図ります。 

灯油につきましては、ＳＳ店舗における店頭販売の強化を年間通して継続し、配送能力・貯蔵設備の充実してい

る直営店所における増販施策の実施及び流通形態の変化に合わせて量販店への販売強化にも取り組んで商圏内シェ

アの向上と利益確保を図ってまいります。 

ＬＰガスにつきましては、環境負荷の低いエネルギーとしてのＬＰガスの特色を生かし、引き続きバルク供給を

メインに低廉な供給価格と高機能な燃焼機器を提案し、直接お客さまとのふれあいを通じてその利点を訴えるとと

もに、災害に強いエネルギーとして,単一のエネルギーに限定されない「エネルギーのベストミックス」を推進し

てまいります。このほか、環境負荷の低い自動車燃料としてのオートガスも、長野県内を網羅したＬＰガス充填設

備を活用しながらその需要拡大を図ってまいります。 

煉炭豆炭等固形燃料につきましては、社会環境の変化から年々需要は減少しておりますが、その特徴から根強い

需要に支えられており、販売チャンネルの多角化等を含め占有率の増大を図ります。 

一般高圧ガスにおきましては、高齢化社会の進展とともに年々需要の高まる在宅用医療酸素を中心に、安全な供

給体制の整備も含め量の増加を図ります。 

燃料関連部門の住宅設備機器につきましては、団塊世代が定年期を迎えていることから、リフォーム需要の拡大

が見込まれます。当社グループでは従来以上にリフォーム事業を推し進め、各種燃料の供給につながる高機能高付

加価値器具の普及を基本として、お客様の高い満足の得られる生活提案を行ってまいります。その他部門につきま

しても、ゴルフスクールの強化、試打会等の開催による固定客の確保及び損害保険の新商品による再契約率の向上

等、今後も積極的に推進してまいります。 

(4）具体的な最近１年間の取組み状況等 

オール電化住宅攻勢に対抗するため前年導入いたしましたデモンストレーション用の車両「ガス イズ ベスト

号」２台の有効活用、「ガラストップコンロ」・「高効率給湯機エコジョーズ」等高機能かつ環境対応商品の推進

を中心に既存客の買い替え促進並びに、新築需要や住宅リフォーム需要の掘り起こしのため、エンドユーザー及び

設計会社・工務店等のサブユーザーの新規開拓に傾注いたしました。また当社グループの広範な店舗網を生かし

た、お客様が安心して相談できる会社を目指し社員の研修・教育には特に力を入れ、技術力とサービス力の向上の

ための人材育成に努めました。 
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４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方

針でありますが、本株式に関する投資判断は、本項及び本項以外の記載事項を慎重に検討したうえで行われる必要が

あると考えております。また、以下の記載は本株式への投資に関連するリスク全てを網羅するものではありませんの

で、この点ご留意ください。 

 なお、本項に記載した予想及び可能性等の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであ

り、将来に関する事項には、不確実性を内包しており、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので

合わせてご留意ください。 

(1）製品輸入価格の上昇及び為替に関するリスクについて 

当社グループで扱う石油類及びＬＰガスについては、その供給において海外依存度が非常に高く、その価格及び

為替の動向次第で、仕入価格・販売価格及びたな卸資産評価額が変動し、経営成績及び財政状態に重要な影響を及

ぼす可能性があります。 

(2）自然災害等のリスクについて 

地震等の自然災害によって、当社グループのガス貯蔵設備、ガス充填・供給設備、石油類貯蔵設備等について大

きな損害を受ける可能性があります。これらの設備が相当な被害を被った場合、燃料類の供給の中断等の発生によ

り、売上高が低下するとともに、拠点等の修復または代替のために巨額の費用を要することとなる恐れがありま

す。また、山間地という営業エリア特有の地形から、特に冬期間における豪雪等の気象条件による輸送経路の障害

が発生した場合、商品の到着遅延やエリア内でのデリバリーの遅延に起因する供給不足の発生も考えられ、そのこ

とによる売上高低下の可能性があります。 

(3）環境汚染等の発生に関するリスクについて 

当社グループは、可燃性ガス、石油・油脂類、有機溶剤等を扱っており、善良なる管理のもとに操業しておりま

すが、不測の事態により漏洩等の事態が生ずる可能性があります。この場合、汚染防止、汚染除去等の環境汚染防

止のための改修費及び損害賠償や設備の修復等に多額の支出が発生する可能性があります。 

(4）法的規制等の変更によるリスクについて 

当社グループは、石油類においては消防法及び各市町村条例、ガス類においては、高圧ガス保安法、液化石油ガ

ス法を始めとする諸規則、その他燃料関連部門においては、建築基準法を始めとする建設関係法令、また医療用酸

素においては薬事法等の数々の法律に規制されております。これらの規制は、消費者や利用者の安全確保を主眼と

したものであり、消費者保護の観点から度々改正が行われてきております。ＬＰガス関連法の歴史からみますと、

供給設備の一斉改善、マイコン型ガスメーターの設置、電話回線による安全システムの設置等が行われてまいりま

した。このため、これらの改正の都度多額の設備投資が必要となりました。このことに鑑み、今後の法律改正によ

っても同様の、設備資金が必要になる可能性があります。 

(5）競合によるリスクについて 

現在、当業界は新築着工戸数の減少と、販売数量の伸び悩みという状況のなかで、各エネルギー間の競争も日増

しにその度合いを強め、激しい販売価格競争と顧客の争奪戦という状況にあります。全国レベルでは、商圏確保の

ため、多額の資金が必要になるケースも業界内では散見され、比較的安定的に推移しておりましたこの北陸甲信越

地区でもその影響が現れつつあります。当社グループにおきましても日々の顧客サービスを徹底し、常に顧客満足

度の向上に努めておりますが、それだけでは事態を回避できないケースもあり、競争力強化のための資金需要が発

生する可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度において、新たに締結又は決定した経営上重要な契約等はありません。 

６【研究開発活動】 

 当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

当連結会計年度における流動資産の残高は、10,327百万円となり、前連結会計年度比729百万円増加となりまし

た。これは、前連結会計年度比で現金及び預金、有価証券の残高が224百万円、受取手形及び売掛金が177百万円、

たな卸資産が284百万円それぞれ増加したこと等が主な要因であります。 

（固定資産） 

当連結会計年度における固定資産の残高は、11,711百万円となり前連結会計年度比333百万円の減少となりまし

た。主要な要因は、有形固定資産の取得による増加537百万円、及び投資有価証券の減少401百万円、減価償却229

百万円等によるものであります。 

（流動負債） 

当連結会計年度における流動負債の残高は、7,915百万円となり、前連結会計年度比651百万円の増加となりまし

た。主な要因は、短期借入金及び１年内返済予定長期借入金が361百万円、未払法人税等117百万円、固定負債から

の振替による関係会社事業損失引当金122百万円がそれぞれ増加したこと等によるものであります。 

（固定負債） 

当連結会計年度における固定負債の残高は、1,304百万円となり、前連結会計年度比252百万円の減少となりまし

た。長期借入金が前連結会計年度比118百万円、流動負債への振替による関係会社事業損失引当金122百万円がそれ

ぞれ減少したのが主な要因であります。 

（純資産の部） 

当連結会計年度における純資産の部の残高は12,818百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は717百万円（前年同期比678百万円減）となりました。主な内訳は税金等調整前当

期純利益843百万円、減価償却費562百万円、仕入債務の増加額116百万円等の増加要素及び、売上債権の増加額177

百万円、たな卸資産の増加額284百万円、法人税等の支払額290百万円等の減少要素によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は407百万円（前年同期比233百万円増）となりました。これは主に定期預金の払戻

による収入143百万円及び有形固定資産の取得による支出522百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は57百万円（前年同期は1,044百万円の支出）となりました。これは主に短期借入

金の借入による収入638百万円及び、長期借入金の返済による支出494百万円及び配当金の支払いによる支出184百

万円等によるものであります。 

当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は次のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式を除く）により算出しております。 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としてお

 
平成16年

３月期 

 平成17年 

３月期 

平成18年

３月期 

平成19年  

３月期 

 平成20年 

３月期 

 自己資本比率（％） 56.8 58.2 55.5 59.0  58.0  

時価ベースの自己資本比率

（％） 38.9 36.0 36.8 34.2  30.6  

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（％） 331.6 649.0 757.9 300.9  619.7  

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 14.9 9.0 14.8 20.7  13.2  

-13-



ります。 

※キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

(3）経営成績の分析 

当連結会計年度における、売上高は35,941百万円（前連結会計年度比6.5％増）、営業利益717百万円（同16.8％

減）、経常利益は862百万円（同12.4％減）、当期純利益は455百万円（同19.8％減）となりました。 

 売上高の増加要因は、石油類・ＬＰガスにおいて仕入コストが前連結会計年度末から継続して高値水準で推移

し、それに比例して販売価格が高位で推移したこと等によるものであります。しかしながら、エネルギー間競争の

激化から仕入コスト上昇分を十分反映することは難しく、売上総利益率は前連結会計年度1.4ポイント低下し

17.8％となり6,400百万円（前連結会計年度比68百万円減）となりました。販売費及び一般管理費は貸倒引当金繰

入額及び退職給付費用等が増加したこと等から前連結会計年度比76百万円増加いたしました。これにより経常利益

では前連結会計年度比121百万円減少の862百万円となりました。 

その結果、税金等調整前当期純利益は843百万円となり、税金費用396百万円を控除した後の当期純利益は455百万

円となりました。 

（次期の見通し） 

次期のわが国経済は、大手企業の業績回復や設備投資の伸び等景気回復基調は引き続き継続するものと思われま

すが、エネルギー業界におきましては各エネルギー間の競争激化や石油類・ＬＰガス等の仕入価格の高止まり傾向

が継続することが予想され、収益への影響が懸念されます。当社グル－プは、コア事業である燃料部門の拡充に努

め適正利潤の確保とエネルギー関連の保安確保を推進しつつ、更なる事業構築と業績向上、経営の効率化等企業体

質の強化に努力し、消費者に選択されるエネルギー業者として社会的使命の達成と経営基盤の拡大に総力を挙げて

取組んでまいります。 
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第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループは、燃料部門における将来に向けてのコスト競争力の強化や販売競争の激化に対応するため、ＬＰガ

スのバルク供給化を積極的に推進いたし、バルク貯槽の設置につきまして設置投資を継続的に行いました。施設等に

つきましては、南松本ＬＰガス充填所の老朽化に伴い、ＬＰガスの安定供給のためバックアップ施設として提出会社

本社所在地に山形充填所を建設いたしました。その結果、当連結会計年度の設備投資の総額は537百万円で、その資

金につきましては自己資金により充当し、増資または社債発行等による資金の調達は行っておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

平成20年３月31日現在

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．土地37.581千㎡について、主に給油所用地として連結会社以外から年額101百万円（一部建物の賃借料を含

む）にて賃借しております。 

３．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

(2）国内子会社 

平成20年３月31日現在

事業所 
（所在地） 

事業部門別の名
称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員
数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 
（百万円）

土地 
(百万円) 
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

直江津工場 

(新潟県上越

市) 

燃料部門 生産設備 34 25 
4 

(10.426)
0 65 

8 

[3]

松本支店 

他53営業所 

(長野県松本

市他) 

燃料部門 

燃料関連部門 

 その他部門 

販売設備 1,029 620 
4,267 

(147.645)
283 6,201 

316 

[154]

本社 

(長野県東筑

摩郡山形村) 

燃料部門 

燃料関連部門 

 その他部門 

全社統一

設備 
593 15 

676 

(40.202)
19 1,304 

32 

[9]

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門別
の名称 

設備の内
容 

帳簿価額 

従業
員数 
（人）

建物及び
構築物 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 
(百万円)

土地 
(百万円) 

(面積千㎡)

その他 
(百万円) 

合計 
（百万円）

三鱗運送株

式会社 

本社 

(長野県松

本市) 

燃料関連部門 販売設備 2 43 
－ 

－ 
0 46 

66 

[4]

ウロコ興業

株式会社 

本社 

(長野県松

本市) 

燃料関連部門 販売設備 － 2 
－ 

－ 
3 5 

23 

富山サンリ

ン株式会社 

本社 

(富山県富

山市) 

燃料部門 

燃料関連部門 
販売設備 19 5 

111 

(2.124)
7 143 

13 

[6]
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 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．サンリン松本石油㈱は、連結会社以外から土地0.667千㎡を年額５百万円にて賃借しております。 

３．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資につきましては、業界の動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 設備投資計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画の策定に当たっては提出会社を中心に調

整を図っております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

  （注）  当社和田給油所の新設につきましては、災害対応型給油所として仕様変更を行ないました結果、当初の投資

予定額から増額となっております。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門別
の名称 

設備の内
容 

帳簿価額 

従業
員数 
（人）

建物及び
構築物 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 
(百万円)

土地 
(百万円) 
(面積千㎡)

その他 
(百万円) 

合計 
（百万円）

サンエネッ

ク株式会社 

本社 

(長野県東

筑摩郡山

形村) 

燃料関連部門 

その他部門 
販売設備 － 13 

－ 

－ 
91 104 

1 

上伊那ガス

燃料株式会

社 

本社 

(長野県伊

那市) 

燃料関連部門 販売設備 36 1 
112 

(7.338)
0 150 

1 

サンリン松

本石油株式

会社 

本社 

(長野県東

筑摩郡山

形村) 

燃料部門 

燃料関連部門 

 その他部門 

販売設備 126 26 
368 

(7.170)
2 524 

13 

[21]

会社名事業
所名 

所在地 
事業部門
別の名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着工及び完了予定
年月 

完成後の
増加能力 

総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

着工 完成 

 和田給油所 
長野県松本市

和田  
燃料部門  販売設備  179 38 

自己資金及

び借入金 

平成20年

４月 

平成20年

９月 
0.9％
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１． 上記の増加は、子会社との合併による合併差益であります。 

    ２． 旧商法第２８９条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであり

  ます。 

（５）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式7,741株は、「個人その他」に７単元および「単元未満株式の状況」に741株を含めて記載しており

ます。 

２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成20年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年６月25日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 12,300,000 12,300,000 ジャスダック証券取引所 （注） 

計 12,300,000 12,300,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金 
増減額 
(百万円) 

資本金 
残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成16年10月１日(注)１ － 12,300,000 － 1,512 65 1,246 

平成17年９月１日(注)２ － 12,300,000 － 1,512 △867 379 

平成20年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 15 4 47 － － 609 675 － 

所有株式数

（単元） 
－ 1,595 5 3,623 － － 7,019 12,242 58,000 

所有株式数の

割合（％） 
－ 13.03 0.04 29.59 － － 57.34 100.00 － 
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（６）【大株主の状況】 

 （注） 上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係わる株式数であります。 

（７）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含まれ

ております。 

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ミツウロコ 東京都千代田区外神田4-14-1 1,676 13.63 

等々力 正敏 長野県松本市 614 5.00 

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178-8 580 4.72 

リンナイ株式会社 愛知県名古屋市中川区福住町2-26 512 4.16 

東燃ゼネラル石油株式会社 東京都港区港南1-8-15 500 4.07 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（管理信託口

79212） 

東京都港区浜松町2-11-3 366 2.98 

須澤 孝雄 長野県松本市 346 2.81 

曽根原 充夫 長野県安曇野市 331 2.70 

曽根原 かつ江 長野県安曇野市 323 2.63 

株式会社ヤマキ 長野県松本市蟻ヶ崎1-4-33 297 2.42 

計 － 5,547 45.10 

平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 132,000 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,110,000 12,110 同上 

単元未満株式 普通株式 58,000 － 同上 

発行済株式総数 12,300,000 － － 

総株主の議決権 － 12,110 － 
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②【自己株式等】 

（８）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。  

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。  

平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サンリン株式会社 

長野県東筑摩郡山

形村字下本郷

4082-3 

7,000 － 7,000 0.06 

新潟サンリン株式

会社 

新潟県新潟市東出

来島11-18 
125,000 － 125,000 1.02 

計 － 132,000 － 132,000 1.08 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 2,641 1,522,433 

当期間における取得自己株式 － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
1,628 988,280 － － 

保有自己株式数 7,741 － 7,741 － 
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３【配当政策】 

 当社の配当政策の基本的な考え方は、従来から株主に対する利益還元を経営の重要施策とし、期末配当として年１

回実施し、配当性向30％以上を目標としております。剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会とし

ております。 

 なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行なうことができる。」旨を定

款に定めております。 

 また、内部留保資金につきましては、今後の経営環境等の変化にも十分対応できるよう事業発展に要する運転資金

及び設備投資に充当させていただき、長期的に安定した配当原資を確保すべく経営努力してまいります。 

    当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第71期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

決議年月日 配当金の総額（百万円） 1株当たり配当額（円） 

 平成20年６月25日定時株主総会決議 184 15.0 

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 

最高（円） 736 788※ 730 681 641 

最低（円） 477 606※ 629 590 499 

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月 

最高（円） 610 601 595 590 552 550 

最低（円） 560 563 550 540 529 499 
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５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有株式

数 

（千株） 

取締役会長 

(代表取締役) 
  二木 馨三 昭和20年10月30日生

昭和39年４月 当社入社 

昭和60年３月 当社小諸営業所長 

昭和61年７月 当社取締役ガス・石油部長 

昭和63年７月 当社取締役伊那支店長 

平成２年11月 サンエネック株式会社代表取締役社

長 

平成４年６月 当社取締役営業本部長 

平成４年９月 富山ミツウロコ株式会社（現富山サ

ンリン㈱）代表取締役社長 

平成５年１月 当社取締役ＳＳ営業本部長 

平成５年２月 南安石油販売株式会社代表取締役社

長 

平成６年８月 当社取締役ＳＳ営業部長兼営業部門

担当 

平成７年５月 当社取締役事業部門担当 

平成７年８月 当社常務取締役 

平成８年８月 当社代表取締役専務 

平成10年６月 ウロコ興業株式会社代表取締役社長 

平成10年６月 当社代表取締役社長 

平成11年６月 上伊那ガス燃料株式会社代表取締役

社長 

平成14年12月 株式会社百瀬石油代表取締役社長 

平成16年６月 サンリンエネルギー商事株式会社代

表取締役社長（現任） 

平成18年６月 松本石油販売株式会社（現サンリン

松本石油㈱）取締役 

平成20年６月 当社代表取締役会長（現任） 

(注)３ 131 

取締役社長 

(代表取締役) 
  柳澤 勝久  昭和29年４月15日生 

昭和52年４月 当社入社 

平成10年１月 当社営業部副部長 

平成10年６月 当社取締役営業部副部長 

平成11年６月 当社取締役営業部長石油・ＳＳ担当 

平成12年４月 当社取締役第二営業部長 

平成14年４月 当社取締役石油・ＳＳ営業部長 

平成15年４月 当社取締役ガス営業部長 

平成16年６月 当社常務取締役ガス営業部長 

平成18年６月 当社代表取締役専務営業本部長兼ガ

ス事業部門担当 

平成20年６月 上伊那ガス燃料株式会社代表取締役

社長（現任） 

平成20年６月 サンリン松本石油株式会社代表取締

役社長（現任） 

平成20年６月 当社代表取締役社長（現任） 

(注)３ 36 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有株式

数 

（千株） 

常務取締役 営業本部長 川窪 磯男 昭和30年11月７日生

昭和54年４月 当社入社 

平成11年６月 ウロコ興業株式会社取締役 

平成14年４月 当社塩尻支店長 

平成15年４月 当社石油・ＳＳ営業部長 

平成15年６月 当社取締役石油・ＳＳ営業部長 

平成18年４月 当社取締役営業本部石油営業部長 

平成20年４月 当社取締役営業本部副本部長 

平成20年６月 クエストパワー株式会社代表取締役

専務（現任） 

平成20年６月 サンエネック株式会社代表取締役社

長（現任） 

平成20年６月 当社常務取締役営業本部長（現任） 

(注)３ 12 

取締役   田島 直 昭和22年４月８日生

昭和45年４月 株式会社富士銀行入行 

昭和50年２月 新潟サンリン株式会社取締役(現任) 

昭和50年５月 株式会社ミツウロコ取締役 

昭和51年６月 同社常務取締役 

昭和53年７月 当社取締役（現任） 

昭和55年６月 株式会社ミツウロコ専務取締役 

昭和56年６月 同社取締役副社長 

昭和58年６月 同社代表取締役社長 

平成19年６月 同社代表取締役会長（現任） 

(注)３ 17 

取締役 

営業本部副本

部長兼住設営

業部長 

小川 廣 昭和29年２月24日生

昭和60年５月 当社入社 

平成14年４月 当社北信卸支店長 

平成16年４月 当社住設営業部副部長 

平成16年６月 当社取締役住設営業部長 

平成18年４月 当社取締役営業本部住設営業部長 

平成20年６月 当社取締役営業本部副本部長兼住設

営業部長（現任） 

(注)３ 7 

取締役 

管理本部長

兼 

総務部長 

大槻 清人 昭和31年６月25日生

昭和54年４月 当社入社 

平成10年６月 イナガス株式会社取締役 

平成15年４月 当社小諸支店長 

平成16年４月 当社経理部副部長 

平成16年６月 当社取締役経理部長 

平成18年４月 当社取締役管理本部経理部長 

平成20年４月 当社取締役管理本部総務部長 

平成20年６月 当社取締役管理本部長兼総務部長

（現任） 

(注)３ 19 

取締役 

営業本部 

ガス事業部門 

企画部長兼保

安技術部長 

山崎 貞男 昭和28年11月23日生

昭和51年７月 当社入社 

平成15年４月 当社大北支店長 

平成18年４月 当社執行役員営業本部ガス事業部門

企画部長兼保安技術部長 

平成18年６月 当社取締役営業本部ガス事業部門企

画部長兼保安技術部長（現任） 

(注)３ 10 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有株式

数 

（千株） 

取締役 

営業本部 

ガス事業部門 

営業部長 

寺澤 久水 昭和30年11月11日生

平成１年２月 当社入社 

平成15年４月 当社諏訪支店長 

平成18年４月 当社執行役員営業本部ガス事業部門

営業部長 

平成18年６月 当社取締役営業本部ガス事業部門営

業部長（現任） 

(注)３ 10 

取締役 
管理本部 

経理部長 
塩原 規男 昭和33年10月９日生

昭和57年４月 当社入社 

平成18年４月 当社諏訪支店長 

平成20年４月 当社執行役員管理本部経理部長 

平成20年６月 当社取締役管理本部経理部長（現

任） 

(注)３ 9 

取締役 
営業本部 

石油営業部長 
矢口 秀明 昭和35年２月19日生

昭和57年４月 当社入社 

平成18年４月 当社イナガス支店長 

平成20年６月 当社執行役員営業本部石油営業部長 

平成20年６月 当社取締役営業本部石油営業部長

（現任） 

(注)３ 6 

取締役   田島 晃平 昭和46年11月８日生

平成７年４月 三井物産株式会社入社 

平成14年４月 新潟サンリン株式会社入社 

(総務部長) 

平成14年６月 同社取締役総務部長 

平成14年６月 当社取締役（現任） 

平成14年６月 株式会社ミツウロコ取締役 

平成15年４月 同社取締役経営企画本部長 

平成15年６月 新潟サンリン株式会社取締役(現任) 

平成15年６月 株式会社ミツウロコ常務取締役経営

企画本部長 

平成16年４月 同社常務取締役アクア事業本部長兼

連結カンパニー推進本部副本部長 

平成17年４月 同社代表取締役副社長 

平成19年６月 同社代表取締役社長（現任） 

(注)３ 1 
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 （注）１．監査役 神澤正哲及び山根伸右は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役田島晃平は、取締役田島直の長女の配偶者であります。 

３．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

４．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から３年間 

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠（社

外）監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有株式

数 

（千株） 

常勤監査役   曽根原 充夫 昭和20年８月１日生

昭和47年10月 富士厨房設備株式会社入社 

昭和51年１月 当社入社 

平成元年６月 当社ガス部長 

平成２年８月 当社取締役ガス部長 

平成４年６月 当社取締役企画統括部長 

平成４年８月 当社取締役ＳＳ営業本部長兼企画統

括部長 

平成５年１月 当社取締役営業本部長 

平成６年８月 当社取締役ガスシステム担当 

平成７年５月 当社取締役保安技術部長 

平成８年８月 当社取締役保安部長 

平成10年６月 イナガス株式会社代表取締役社長 

平成12年６月 当社常務取締役保安部長 

平成14年４月 当社常務取締役保安技術部長 

平成18年４月 当社常務取締役監査室担当 

平成19年６月 当社常勤監査役（現任） 

(注)４ 331 

常勤監査役   中村 勝彦 昭和22年８月４日生

昭和45年４月 株式会社八十二銀行入行 

平成８年３月 同行駒ヶ根支店長 

平成10年３月 同行名古屋支店長 

平成12年６月 同行須坂支店長 

平成14年３月 当社入社（総務部長代理） 

平成14年６月 当社取締役総務部長兼情報企画部長 

平成16年６月 サンエネック株式会社代表取締役社

長 

平成16年６月 当社常務取締役総務部長兼情報企画

部長 

平成18年６月 当社常務取締役管理本部長兼総務部

長 

平成20年６月 当社常勤監査役（現任） 

(注)５ 8 

監査役   神澤 正哲 昭和23年１月11日生

昭和52年６月 税理士開業（現任） 

平成元年８月 当社監査役（現任） 
(注)４ 81 

監査役   山根 伸右 昭和16年４月19日生

昭和42年４月 日本弁護士連合会弁護士登録（東京

弁護士会所属） 

昭和52年４月 山根伸右法律事務所（長野県弁護士

会所属）（現任） 

平成19年６月 当社監査役（現任） 

(注)４ － 

        計 678 

氏名 生年月日 略歴 所有株式数（千株） 

後藤 武 昭和23年２月23日 

平成11年６月 株式会社ミツウロコ取締役管理本部経理部長 

平成15年４月 同社取締役監査室長 

平成15年６月 同社常勤監査役（現任） 

－ 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社グループは、株主利益を第一に尊重することを企業使命と認識しております。それと共に、適正なコーポレ

ート・ガバナンスの体制を確保し、透明性の高い企業活動を実践することにより、お客様の生活に直結した商品を

扱う事業者としての社会的責任を全うすることこそが、企業永続の大前提であると考えております。 

(１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役制度を採用しております。取締役会は、取締役11名で構成され、毎月定例取締役会を開催し経

営の基本方針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重要事項について協議・決定を行うとともに、必

要に応じて臨時取締役会を開催しております。さらに、親会社取締役が、各子会社の取締役を兼務することによ

り、グループ全体での意思決定の迅速化を図っております。 

 監査役４名（うち社外監査役２名）は、監査役会が定めた監査の方針等に従い、取締役会のほか毎月開催され

る支店長会議等重要な会議への出席や、業務・財産の状況の調査等を通じ、取締役及び業務全般の執行に対し厳

正な監視を行っております。 

 また、顧問契約を結んでいる法律事務所及び税務事務所より必要に応じ各々の分野において助言・指導を受

け、会計監査人であるあずさ監査法人からは、監査契約に基づいて監査を受けております。 

②当社の機関及び内部統制の概要図は下記のとおりであります。 

 

 

監査人監査 

会
計
監
査
人 

監
査
役
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代表取締役 

常務会(経営方針・コンプライアンス)

連  携

業務執行確認

選
任

選
任

選
任

監査

助言 

選
定

助言 

相互連携 

事業部門 管理部門 子会社 

内部監査 

業務執行取締役 

株  主  総  会 

法
律
事
務
所 

税
務
事
務
所 

取締役会 

監査部(内部監査部門)
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③内部統制システムの整備の状況 

 当社グループは、次のとおり「内部統制基本方針」を定めております。                 

                                      平成18年5月9日制定 

                                     平成20年5月9日改定 

                    内部統制基本方針 

 当社は、会社法等関連する法律に基づき、下記のとおり、当社の業務の適正を確保するための体制

（以下「内部統制」という）を整備する。 

                       記 

1.取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

 当社の役職員は、「社員憲章」「環境憲章」をはじめコンプライアンス体制にかかる社内規定を法令  

 ・定款を順守するための行動規範とする。総務部は、保安担当部門と協同して、「主要業務管理要 

 領」等により役職員教育等を行うほか、コンプライアンスの取組みを横断的に統括する。 

 監査部は、コンプライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会および監査役会に 

 報告されるものとする。 

 なお、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、これを排除する。弁護士、警察等の外部機 

 関と連携し組織的に対応することとする。 

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、「文書等」とい 

 う）に記録し、保存する。取締役および監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 保安、情報セキュリティ、環境、品質および災害等に係るリスクについては、それぞれの担当部署に  

 おいて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施等を行うものとし、組織横断的なリスク状況の監視 

 および対応は総務部がおこなうものとする。新たに生じたリスクは取締役会においてすみやかに対応 

 責任者を定めるものとする。 

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 取締役会は、５カ年計画に基づき当該事業年度の全社目標を定め、業務担当取締役は、部門の具体的 

 目標および達成手段を定める。取締役会は、定期的に進捗状況をレビューすることによって、業務の 

 継続的な改善および効率的化を実現するシステムを構築するものとする。 

5.当会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 子会社各社の役員には当社の取締役および監査役を派遣して、グループ間の意思疎通をはかり法令順 

 守体制、リスク管理体制を構築するとともに、総務部はこれらを横断的に推進し、管理するものとす 

 る。 

6.監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならびにそ 

 の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役は、指名する職員に必要な監査業務を命令することができる。監査役より監査業務の命令を受 

 けた職員は、その命令に関して取締役、監査部長等の指揮命令を受けないものとする。 

7.取締役および使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制 

 取締役または職員は、監査役会に対して法定の事項に加え、当社および当社グループに重大な影響を 

 及ぼす事項、内部監査の実施状況等をすみやかに報告する体制を整備するものとする。 

8.その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役会と代表取締役は、定期的に意見交換会を行うものとする。 

9.財務報告に係る内部統制の整備および運用に関する体制 

 取締役会は、財務報告に係る内部統制の整備および運用状況について監督責任を有し、体制構築にあ 

 たってはプロジェクトチームを編成し、全社横断的な協力により行なうものとする。監査部は、社長  

 直轄部署として財務報告に係る内部統制の整備状況および運用状況を監視する。           

                                           以 上 
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④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

 当社は、内部監査部門として、独立した監査部（所属人員３名）を設置し適宜臨店のうえ、その業務の実施

状況・帳票類の整備状況・関係法令への対応状況等を監査しております。 

 監査役監査につきましては、２名の常勤監査役により各事業所及び子会社について年間４回の業務並びに会

計の各監査を実施しており、その結果につきましては都度、取締役会に対し文書または口頭を以って報告され

ております。 

 会計監査につきましては、あずさ監査法人が監査契約に基づき実施しております。当連結会計年度において

業務を執行した同監査法人所属の公認会計士は次の通りであります。   

監査部・監査役会・監査法人は相互に連携をとり情報交換に努め、コンプライアンス確保のための監視を行

っております。 

⑤会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要  

 当社に社外取締役はおりません。また２名の社外監査役につきましても、開示すべき事項はありません。 

(２）リスク管理体制の整備の状況 

  当社グループは、ＬＰガス事業においては保安技術部が、石油事業においては石油営業部に設置した専門部

署が、法令の遵守状況・設備の維持管理状況を確認し、その他の部門については総務部が横断的に営業店所及

び連結子会社の状況を把握し、内部監査部門との連携により早期のリスクの発見認識に努めております。ま

た、親会社役員が子会社役員を兼務することによりグループ全体のリスクの早期把握に努めております。 

(３）役員報酬の内容 

 当連結会計年度における当社の取締役及び監査役に支払われた報酬の額は、取締役に対して合計135百万円、

監査役に対して合計36百万円（内社外監査役に対し9百万円）の総額172百万円であります。この金額には、未

払役員賞与22百万円、役員退職慰労引当金繰入額19百万円を含んでおります。 

 なお、この金額には、使用人兼務役員の使用人部分報酬は含まれておりません。 

(４）監査報酬の内容 

 また、当社のあずさ監査法人に対する公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬の額は16百万円であります。また、財務報告に係る内部統制構築に係るアドバイザリー契約に基づ

く報酬が上記以外に０百万円あります。 

(５）取締役の定数 

 当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

(６）取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行なう旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めており

ます。 

(７）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

①当社は、資本政策を機動的に遂行することが可能となるように、会社法第165条第２項に規定により、取締役

 会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。 

②当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

 て毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。 

(８）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行なう旨定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行な

うことを目的とするものであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 継続監査年数 
福 田   厚 ２年 
福 井 利 幸 ５年 

監査業務に係る補助者の構成 人  数 
公認会計士 ４名 
その他 ７名 
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第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28 

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監

査法人により監査を受けております。 
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１【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ．流動資産              

１．現金及び預金     3,882     3,106  

２．受取手形及び売掛金 ※６   4,117     4,294  

３．有価証券     －     1,000  

４．たな卸資産     1,373     1,658  

５．繰延税金資産     151     189  

６．その他     92     95  

  貸倒引当金     △19     △16  

流動資産合計     9,598 44.3   10,327 46.9 

Ⅱ．固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物及び構築物 ※2,3 7,726     7,840    

減価償却累計額及び
減損損失累計額 

  5,889 1,837   6,032 1,808  

２．機械装置及び運搬具 ※２ 3,783     3,813    

減価償却累計額及び
減損損失累計額 

  3,046 737   3,093 719  

３．工具、器具及び備品 ※２ 2,186     2,195    

減価償却累計額及び
減損損失累計額 

  1,753 433   1,791 403  

４．土地 ※３   5,794     5,839  

５．建設仮勘定     38     29  

有形固定資産合計     8,840 40.9   8,799 39.9 

(2）無形固定資産              

１．その他     119     116  

無形固定資産合計     119 0.6   116 0.5 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券 ※1,3   2,558     2,156  

２．繰延税金資産     85     222  

３．差入保証金     274     266  

４．その他     251     296  

  貸倒引当金     △84     △147  

投資その他の資産合計     3,084 14.2   2,794 12.7 

固定資産合計     12,044 55.7   11,711 53.1 

資産合計     21,643 100.0   22,038 100.0 
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前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ．流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ※3,6   2,632     2,749  

２．短期借入金 ※３   3,304     3,942  

３．１年内返済予定長期借
入金 

※３   485     209  

４．未払法人税等     112     230  

５．賞与引当金     245     218  

６．関係会社事業損失引当
金 

    －     122  

７．その他     483     443  

流動負債合計     7,263 33.6   7,915 35.9 

Ⅱ．固定負債              

１．長期借入金 ※３   325     206  

２．退職給付引当金     738     757  

３．役員退職慰労引当金     192     164  

４．関係会社事業損失引当
金 

    122     －  

５．その他     178     176  

固定負債合計     1,557 7.2   1,304 5.9 

負債合計     8,821 40.8   9,220 41.8 

               

（純資産の部）               

Ⅰ．株主資本               

１．資本金     1,512 7.0   1,512 6.9 

２．資本剰余金     1,246 5.8   1,246 5.7 

３．利益剰余金     9,637 44.5   9,908 45.0 

４．自己株式     △36 △0.2   △37 △0.2 

  株主資本合計     12,360 57.1   12,631 57.3 

Ⅱ．評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    411 1.9   145 0.7 

  評価・換算差額等合計     411 1.9   145 0.7 

Ⅲ．少数株主持分     50 0.2   41 0.2 

純資産合計     12,822 59.2   12,818 58.2 

負債純資産合計     21,643 100.0   22,038 100.0 
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②【連結損益計算書】 

   

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％） 

Ⅰ．売上高     33,759 100.0   35,941 100.0 

Ⅱ．売上原価     27,291 80.8   29,541 82.2 

売上総利益     6,468 19.2   6,400 17.8 

Ⅲ．販売費及び一般管理費              

１．給料手当   1,804     1,821    

２．賞与   209     219    

３．退職給付費用   44     90    

４．役員退職慰労引当金繰

入額 
  33     22    

５．その他の人件費   605     592    

６．賞与引当金繰入額   205     181    

７．貸倒引当金繰入額   2     59    

８．減価償却費   516     511    

９．消耗品費   625     608    

10．その他   1,559 5,606 16.6 1,575 5,683 15.8 

営業利益     862 2.6   717 2.0 

Ⅳ．営業外収益              

１．受取利息   6     10    

２．受取配当金   32     27    

３．受取賃貸料   20     26    

４．軽油引取税報奨金   14     12    

５．負ののれん償却額   6     －    

６．持分法による投資利益   45     46    

７．その他   62 188 0.5 97 220 0.6 

Ⅴ．営業外費用              

１．支払利息   64     63    

２．貸倒引当金繰入額   －     8    

３．その他   2 67 0.2 4 76 0.2 

経常利益     983 2.9   862 2.4 
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前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％） 

Ⅵ．特別利益              

１．固定資産売却益  ※１ 22     19     

２．その他特別利益   0 23 0.1 － 19 0.1 

Ⅶ．特別損失              

１．固定資産売却損 ※２ 0     0    

２．固定資産除却損 ※３ 4     18    

３．減損損失 ※４ 53     14    

４. その他   0 57 0.2 3 37 0.1 

税金等調整前当期純利

益 
    949 2.8   843 2.4 

法人税、住民税及び事

業税 
  365     406    

還付法人税等   △42     －    

法人税等調整額   57 379 1.1 △10 396 1.1 

少数株主利益又は損失

(△） 
    0 0.0   △8 △0.0 

当期純利益     568 1.7   455 1.3 
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③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 注.１ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   ２  単元未満株式の買取及び売渡請求に係るものであります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,512 1,246 9,276 △36 11,999 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注１）     △184   △184 

利益処分による役員賞与の支払
(注１） 

    △22   △22 

当期純利益     568   568 

自己株式の取得（注２）       △1 △1 

自己株式の処分（注２）       0 0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 361 △0 360 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,512 1,246 9,637 △36 12,360 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

428 428 51 12,479 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注１）       △184 

利益処分による役員賞与の支払
（注１） 

      △22 

当期純利益       568 

自己株式の取得（注２）       △1 

自己株式の処分（注２）       0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△17 △17 △1 △18 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△17 △17 △1 342 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

411 411 50 12,822 
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当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 注.１ 単元未満株式の買取及び売渡請求に係るものであります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,512 1,246 9,637 △36 12,360 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △184   △184 

当期純利益     455   455 

自己株式の取得（注１）       △1 △1 

自己株式の処分（注１）       0 0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 271 △0 270 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 

1,512 1,246 9,908 △37 12,631 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

411 411 50 12,822 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当       △184 

当期純利益       455 

自己株式の取得（注１）       △1 

自己株式の処分（注１）       0 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

△265 △265 △9 △274 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△265 △265 △9 △3 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 

145 145 41 12,818 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   949 843 

減価償却費   567 562 

減損損失   53 14 

負ののれん償却額   △6 － 

貸倒引当金の増減額（△減少額）   △3 59 

賞与引当金の増減額（△減少額）   △17 △27 

退職給付引当金の増減額(△減少

額) 
  △44 18 

役員退職慰労引当金の増減額（△

減少額） 
  △12 △28 

受取利息及び受取配当金   △39 △37 

支払利息   64 63 

持分法による投資利益   △45 △46 

固定資産除却損   4 18 

固定資産売却損益   △21 △8 

売上債権の増減額（△増加額）   136 △177 

たな卸資産の増減額（△増加額）   140 △284 

差入保証金の増減額（△増加額）   189 7 

仕入債務の増減額（△減少額）   81 116 

役員賞与の支払額   △23 － 

その他   △22 △84 

小   計   1,949 1,010 

利息及び配当金の受取額   53 51 

利息の支払額   △67 △54 

法人税等の支払額   △538 △290 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,396 717 
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前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の払戻及び預入による収

支 
  56 143 

有価証券の取得による支出   － △1,000 

有価証券の償還による収入   － 1,000 

有形固定資産の取得による支出   △288 △522 

有形固定資産の売却による収入   65 12 

投資有価証券の取得による支出   △4 △7 

無形固定資産の取得による支出   △10 △32 

貸付金の貸付による支出   △3 △19 

貸付金の回収による収入   10 17 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △174 △407 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増減額   △414 638 

長期借入金による収入   100 100 

長期借入金の返済による支出   △543 △494 

自己株式の取得及び売却による収

支 
  △0 △0 

親会社による配当金の支払額   △184 △184 

少数株主への配当金の支払額   △1 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,044 57 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額(△減少

額） 
  178 367 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高   1,009 1,187 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,187 1,555 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数 ７社 

 なお、連結子会社名は「第１ 企業の概

況 ４．関係会社の状況」に記載してい

るため、省略しております。 

 連結子会社の数 ７社 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社 ２社 

会社名 

 新潟サンリン㈱ 

 クエストパワー㈱ 

(1）持分法適用の関連会社 ２社 

同左 

  (2）持分法を適用していない非連結関連

会社（軽井沢ガス㈱）は当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から除外し

ております。 

(2）      同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日は、連結決

算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

同左 
  時価のあるもの 

 決算末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

  ロ たな卸資産 

商品・原材料……先入先出法による

原価法 

製品……総平均法による原価法 

貯蔵品……最終仕入原価法 

ロ たな卸資産 

同左 
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備を除く)

については定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 ２～60年 

機械装置及び運搬具 ２～15年 

イ 有形固定資産 

建物（建物付属設備は除く） 

a 平成10年３月31日以前に取得し 

  たもの 

  旧定率法によっております。 

b 平成10年４月１日から平成19年  

 ３月31日までに取得したもの 

   旧定額法によっております。 

c 平成19年４月１日以降に取得し 

 たもの 

  定額法によっております。 

建物以外 

a平成19年３月31日以前に取得し 

 たもの 

  旧定率法によっております。 

b 平成19年４月１日以降に取得し 

 たもの 

  定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物 ２～60年 

機械装置及び運搬具 ２～15年 
    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月30日 法

律第６号）及び（法人税法施行令の一部

を改正する政令平成19年３月30日 政令

第83号））に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。 

 これに伴い、前連結会計年度と同一の

方法によった場合と比べ、売上総利益が

３百万円、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益が、それぞれ15百万

円減少し、当期純利益は９百万円減少し

ております。 

（追加情報） 

 当連結会計年度から、平成19年３月31

日以前に取得したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で備忘価額まで均等償却する方法

によっております。 

 これに伴い、売上総利益が６百万円、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益がそれぞれ35百万円減少し、当

期純利益は20百万円減少しております。 
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

  ロ 無形固定資産 

 定額法（ただし、のれんについて

は、取得後５年間で均等償却し、ソフ

トウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法）を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、発生の翌連結

会計年度において一括処理をすること

としております。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

  ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ホ 関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業の損失に備えるため

に、関係会社に対する投融資額を超え

て当社が負担することになる損失見込

額を計上しております。 

ホ 関係会社事業損失引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  消費税等の会計処理 

同左 

 

  

  

  

  

  

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、部分時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．負ののれんの償却に関す

る事項 

 負ののれんの償却については、５年間

の定額法により償却を行っております。 

──────  

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手持現金、随時引出し可能な預金及

び、容易に換金可能であり、かつ、価格

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３カ月以内に償還期限の到来

する短期の投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

 （役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益が29百万円減少しております。 

────── 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

12,772百万円であります。 

 また、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 

────── 

  

 （自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準） 

当連結会計年度より、改正後の「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日 

企業会計基準適用指針第２号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。    

────── 
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表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

（連結損益計算書）  

 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却」として

表示されていたものは、当連結会計年度から「負ののれん

償却額」と表示しております。 

────── 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て表示されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん償却額」と表示しております。 

────── 

  

 （連結貸借対照表） 

          ────── 

  

 連結財務諸表規則ガイドラインの改正により、前連結会

計年度は「現金預金」に含めて表示しておりました内国法

人の発行する譲渡性預金については、当連結会計年度にお

いては「有価証券」に含めて表示しております。 

    前連結会計年度 1,000百万円 

    当連結会計年度 1,000百万円 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

項目 
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

※１．関連会社に対する資産  関連会社に対する主な資産は次のとお

りであります。 

 関連会社に対する主な資産は次のとお

りであります。 

    （百万円）

投資有価証券（株式） 915 

  （百万円）

投資有価証券（株式） 932 

※２．有形固定資産の圧縮記

帳 

 有形固定資産に係る国庫補助金等の受

入れによる圧縮記帳累計額58百万円は、

建物及び構築物９百万円、機械装置及び

運搬具48百万円、工具、器具及び備品０

百万円であります。 

同左 

※３．担保に供している資産   （百万円）

建物 1,250 

土地 4,490 

投資有価証券（株式） 17 

計 5,758 

  （百万円）

建物 1,282 

土地 4,891 

投資有価証券（株式） 11 

計 6,184 

   上記物件について、短期借入金3,150百

万円、１年内返済予定長期借入金434百万

円、長期借入金273百万円、買掛金403百

万円の担保に供しております。 

 上記物件について、短期借入金3,775百

万円、１年内返済予定長期借入金187百万

円、長期借入金146百万円、買掛金501百

万円の担保に供しております。 

 ４．受取手形割引高 （百万円）

70 

（百万円）

130 

 ５．保証債務 １．下記の会社の金融機関からの借入金

に対し、保証を行っております。 

１．下記の会社の金融機関からの借入金

に対し、保証を行っております。 

    （百万円）

ヨーケン㈱ 141 

  （百万円）

ヨーケン㈱ 137 

  ２．当社の得意先23社のリース債務38百

万円に対し、保証を行っております。 

２．当社の得意先22社のリース債務31百

万円に対し、保証を行っております。 

※６．連結会計期間末日満期

手形 

連結会計期間末日満期手形の会計処理

は手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の連結会

計期間末日満期手形が連結会計期間末残

高に含まれております。 

  （百万円）

受取手形 102 

支払手形 201 

     ────── 
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（連結損益計算書関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

※１．固定資産売却益  固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

    （百万円）

土地 15 

機械装置及び運搬具 1 

工具、器具及び備品 5 

計 22 

  （百万円）

機械装置及び運搬具 2 

工具、器具及び備品 7 

無形固定資産 9 

計 19 

※２．固定資産売却損  固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

  （百万円）

機械装置及び運搬具 0 

 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

  （百万円）

建物及び構築物 0 

機械装置及び運搬具 0 

土地 0 

計 0 

※３．固定資産除却損  固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

    （百万円）

建物及び構築物 0 

機械装置及び運搬具 1 

工具、器具及び備品 1 

固定資産解体損 1 

計 4 

  （百万円）

建物及び構築物 0 

機械装置及び運搬具 15 

工具、器具及び備品 0 

固定資産解体損 2 

計 18 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

※４．減損損失  当社グループは、以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

 当社グループは、以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

 

 当社グループは、事業用資産について、

概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位として営業店舗毎に、また将

来の利用計画が明確でない遊休資産等は物

件毎にグルーピングを実施しております。

 事業用資産については、営業活動から生

ずる損益が継続してマイナスである資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、遊休資産については、市場価格が帳簿

価額より下落しているため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しました。その

内訳は土地53百万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額に

よって算出しており、その算定については

不動産鑑定評価額及び固定資産税評価額を

基準に市場価格を適正に反映していると考

えられる評価額により算定しております。

用途 種類 場所 

ＳＳ設備 土地 
長野県松本市

ほか３ヶ所  

遊休資産  土地  
長野県松本市

ほか２ヶ所  

 当社グループは、事業用資産について、

概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位として営業店舗毎に、また将

来の利用計画が明確でない遊休資産等は物

件毎にグルーピングを実施しております。

 事業用資産については、営業活動から生

ずる損益が継続してマイナスである資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、遊休資産については、市場価格が帳簿

価額より下落しているため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しました。その

内訳は機械装置及び運搬具０百万円、土地

14百万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額に

よって算出しており、その算定については

不動産鑑定評価額及び固定資産税評価額を

基準に市場価格を適正に反映していると考

えられる評価額により算定しております。

用途 種類 場所 

ＳＳ設備 
土地、機械装

置及び運搬具 
長野県松本市

遊休資産  土地  
長野県松本市

ほか２ヶ所  
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）当連結会計年度中における増減は、単元未満株式の買取り及び売渡請求に係るものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 12,300,000 － － 12,300,000 

合計 12,300,000 － － 12,300,000 

自己株式        

普通株式 49,651 1,640 813 50,478 

合計 49,651 1,640 813 50,478 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 184 15 平成18年３月31日 平成18年６月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 184  利益剰余金 15 平成19年３月31日 平成19年６月27日
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当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）当連結会計年度中における増減は、単元未満株式の買取り及び売渡請求に係るものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 12,300,000 － － 12,300,000 

合計 12,300,000 － － 12,300,000 

自己株式        

普通株式 50,478 2,641 1,628 51,491 

合計 50,478 2,641 1,628 51,491 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 184 15 平成19年３月31日 平成19年６月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 184  利益剰余金 15 平成20年３月31日 平成20年６月26日

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在） 

  （百万円）

現金・預金勘定 3,882 

預入期間が３カ月を超える定期預金 △2,694 

現金及び現金同等物 1,187 

  （百万円）

現金・預金勘定 3,106 

預入期間が３カ月を超える定期預金 △1,551 

現金及び現金同等物 1,555 
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（リース取引関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及
び装置 

5 3 2 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及
び装置 

5 4 1 

   （注） 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）    同左 

  ２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内  1百万円

１年超 1 

計 2 

１年内   1百万円

１年超 － 

計 1 

   （注） 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）    同左 

  ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

  支払リース料 2百万円 

減価償却費相当額 2百万円 

支払リース料 1百万円 

減価償却費相当額 1百万円 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） １．なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合は 

  全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必

  要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．詳細は「表示方法の変更」をご参照下さい。 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平

成20年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  種類 

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 903 1,574 670 867 1,121 253 

(2）債券             

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 903 1,574 670 867 1,121 253 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 2 2 △0 44 36 △8 

(2）債券             

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 2 2 △0 44 36 △8 

合計 906 1,576 670 912 1,157 245 

  前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日） 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券    

非上場株式 981 999 

譲渡性預金（注２） － 1,000 

-49-



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

(1）当社及び連結子会社の退職給付制度 

 当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けております。 

(2）制度別の補足説明 

① 退職一時金制度 

 当社及び大部分の連結子会社が採用しており、設定時期は会社設立時等であります。 

② 適格退職年金制度 

 当社及びウロコ興業㈱においては、昭和55年８月より退職給与の一部（50％相当額）を、退職一時金制

度より移行いたしました。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

    （百万円）    （百万円） 

退職給付債務   1,095    1,126 

(1）年金資産   349    303 

(2）退職給付引当金   738    757 

(3）前払年金費用（減算）   －    － 

(4）会計基準変更時差異の未処理額   －    － 

(5）未認識過去勤務債務   －    － 

(6）未認識数理計算上の差異   8    65 

 
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

    （百万円）    （百万円） 

退職給付費用   64    108 

(1）勤務費用   80    80 

(2）利息費用   23    23 

(3）期待運用収益（減算）   △3    △3 

(4）数理計算上の差異の費用処理額   △36    8 

 
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

(1）割引率（％） 2.5 2.5 

(2）期待運用収益率（％） 1.0 1.0 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 同左 

(4）過去勤務債務処理年数 － － 

(5）数理計算上差異の処理年数（年）  

  

  

1 

 (発生の翌連結会計年度に単年度

で一括費用処理しております。) 

1 

(同左) 

  

(6）会計基準変更時差異の処理年数（年） 1 1 
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（ストック・オプション等関係） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

項目 
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

繰延税金資産（流動） （百万円） （百万円） 

賞与引当金 

繰越欠損金 

未払事業税 

関係会社事業損失引当金 

その他 

 

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

繰越欠損金 

関係会社事業損失引当金 

未実現固定資産取引 

減損損失 

その他 

評価性引当額 

 

繰延税金負債（固定） 

固定資産圧縮積立金 

資本連結手続上評価差額 

その他有価証券評価差額金 

 

繰延税金資産の純額（固定） 

99

11

8

－

30

151

 

292

77

－

49

68

－

414

△363

540

 

△106

△122

△270

△499

41

88

2

18

49

30

189

 

301

66

64

－

68

332

72

△398

507

 

△99

△122

△98

△320

376

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が0.4％であり、法定実効税率の５％以下の

ため記載を省略しております。 

 法定実効税率 40.4 ％

 （調整）    

交際費等永久に損金に算入されない

項目  

1.6  

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目  
△2.7  

県民税・住民税均等割 0.8  

評価性引当額の増減額 7.8  

 その他 △0.9  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.9  
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（企業結合等関係） 

該当事項はありません。 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日 至

平成20年３月31日） 

 エネルギー関連事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全

セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外

支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

開示すべき関連当事者との取引はありません。 

当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

開示すべき関連当事者との取引はありません。 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,042円65銭 

１株当たり当期純利益金額 46円40銭 

１株当たり純資産額 1,043円16銭 

１株当たり当期純利益金額 37円22銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前連結会計年度 

（平成19年３月31日) 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 12,822 12,818 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
50 41 

（うち少数株主持分） (50)    (41) 

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
12,772 12,777 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株） 
12,249 12,248 

 
前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当期純利益（百万円） 568 455 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 568 455 

期中平均株式数（千株） 12,249 12,248 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．その他の有利子負債は預り保証金であり、固定負債の「その他」に含めて記載しております。 

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

（２）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 3,304 3,942 1.215 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 485 209 2.450 － 

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －  

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 325 206 2.499 平成21年～24年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －   

その他の有利子負債（固定負債「その他」） 87 90 2.000 － 

合計 4,239 4,448 － － 

 
１年超２年以内 

（百万円） 
２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 122 70 10 3 
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２【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成19年３月31日） 
当事業年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ．流動資産              

１．現金及び預金     3,400     2,708  

２．受取手形 ※６   582     470  

３．売掛金     3,075     3,524  

４．有価証券      －     1,000  

５．商品     1,024     1,269  

６．製品     57     34  

７．原材料     170     180  

８．貯蔵品     3     4  

９．前渡金     1     1  

10．前払費用     29     29  

11．繰延税金資産     107     154  

12．その他     39     35  

13．貸倒引当金     △6     △5  

流動資産合計     8,485 42.9   9,407 47.7 

Ⅱ．固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物 ※1.2 4,941     5,029    

減価償却累計額及び
減損損失累計額  

  3,522 1,419   3,628 1,400  

２．構築物 ※２ 2,019     2,046    

減価償却累計額及び
減損損失累計額 

  1,762 257   1,789 257  

３．機械及び装置 ※２ 2,664     2,675    

減価償却累計額及び
減損損失累計額 

  2,129 534   2,126 548  

４．車両運搬具   668     688    

減価償却累計額及び
減損損失累計額 

  537 131   574 113  

５．工具、器具及び備品 ※２ 1,536     1,517    

減価償却累計額及び
減損損失累計額 

  1,193 343   1,213 303  

６．土地 ※１   4,904     4,948  

７．建設仮勘定     36     28  

有形固定資産合計     7,626 38.6   7,599 38.5 
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前事業年度 

（平成19年３月31日） 
当事業年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産              

１．のれん     37     32  

２．借地権     48     48  

３．ソフトウェア     8     8  

４．その他     10     10  

無形固定資産合計     103 0.5   99 0.5 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券 ※１   1,633     1,217  

２．関係会社株式     1,506     866  

３．出資金     18     18  

４．長期貸付金     10     10  

５．破産更生債権等     67     51  

６．長期前払費用     3     35  

７．繰延税金資産     75     187  

８．差入保証金     217     208  

９．その他     96     125  

10．貸倒引当金     △84     △101  

投資その他の資産合計     3,543 18.0   2,618 13.3 

固定資産合計     11,274 57.1   10,317 52.3 

資産合計     19,759 100.0   19,725 100.0 
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前事業年度 

（平成19年３月31日） 
当事業年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ．流動負債              

１．支払手形 ※６   649     572  

２．買掛金 ※1.4   1,691     1,969  

３．短期借入金 ※１   2,916     3,580  

４．１年内返済予定長期借
入金 

※１   419     143  

５．未払金     177     145  

６．未払費用     97     79  

７．未払法人税等     96     211  

８．未払消費税等     39     20  

９．前受金     16     12  

10．預り金     24     10  

11．賞与引当金     189     164  

12．設備支払手形 ※６   2     －  

13．関係会社事業損失引当
金 

    －     122  

14．その他     6     28  

流動負債合計     6,327 32.0   7,059 35.8 

Ⅱ．固定負債              

１．長期借入金 ※１   222     109  

２．退職給付引当金     578     589  

３．役員退職慰労引当金     172     144  

４．関係会社事業損失引当
金 

    122     －  

５．その他     129     139  

固定負債合計     1,225 6.2   983 5.0 

負債合計     7,553 38.2   8,043 40.8 
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前事業年度 

（平成19年３月31日） 
当事業年度 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ．株主資本               

１．資本金     1,512 7.7   1,512 7.7 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   379     379     

(2）その他資本剰余金   867     867     

資本剰余金合計      1,246 6.3   1,246 6.3 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

固定資産圧縮積立金   93     85     

別途積立金   8,370     8,670     

繰越利益剰余金   593     27     

利益剰余金合計      9,057 45.8   8,782 44.5 

４．自己株式     △4 △0.0   △4 △0.0 

株主資本合計      11,812 59.8   11,537 58.4 

Ⅱ．評価・換算差額等               

  その他有価証券評価差
額金 

    394     144 0.7 

評価・換算差額等合計      394 2.0   144 0.7 

純資産合計      12,206 61.8   11,681 59.2 

負債純資産合計      19,759 100.0   19,725 100.0 
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②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ．売上高              

１．商品売上高   29,454     32,247    

２．製品売上高   441     532    

３．役務収入   419     342    

４．完成工事高   28 30,344 100.0 41 33,163 100.0 

Ⅱ．売上原価              

(1）商品売上原価              

１．商品期首たな卸高   1,040     1,024    

２．当期商品仕入高   23,505     26,542    

合計   24,545     27,566    

３．他勘定へ振替高 ※１ 108     120    

４．商品期末たな卸高   1,024     1,269    

５．軽油引取税・石油ガ

ス税 
  502 23,915   466 26,644  

(2）製品売上原価              

１．製品期首たな卸高   36     57    

２．当期製品仕入高   49     69    

３．当期製品製造原価   271     287    

合計   358     413    

４．製品期末たな卸高   57 300   34 378  

(3）役務収入原価     248     184  

(4）完成工事原価     27     39  

売上原価計     24,492 80.7   27,246 82.2 

売上総利益     5,851 19.3   5,916 17.8 
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前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅲ．販売費及び一般管理費              

１．運送費   293     292    

２．貸倒引当金繰入額   6     16    

３．給料手当   1,596     1,616    

４．賞与   178     188    

５．賞与引当金繰入額   184     162    

６．退職給付費用   35     82    

７．役員退職慰労引当金繰

入額 
  28     19    

８．福利厚生費   346     337    

９．減価償却費   479     456    

10．消耗品費   605     583    

11．賃借料   246     266    

12．その他   1,118 5,120 16.9 1,164 5,185 15.6 

営業利益     731 2.4   731 2.2 

Ⅳ．営業外収益              

１．受取利息   5     5    

２．有価証券利息   －     3    

３．受取配当金 ※２ 79     76    

４．受取賃貸料 ※２ 37     42    

５．受取指導料 ※２ 9     10    

６．受取派遣料 ※２ 36     34    

７．その他 ※２ 84 253 0.9 123 296 0.9 

Ⅴ．営業外費用  
           

１．支払利息   52     50    

２．貸倒引当金繰入額   －     8    

３．その他   2 55 0.2 4 63 0.2 

経常利益     929 3.1   964 2.9 
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前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ．特別利益              

１．固定資産売却益 ※３ 1     12    

２．その他特別利益   0 2 0.0 － 12 0.0 

Ⅶ．特別損失              

１．固定資産除却損 ※４ 3     18    

２．固定資産売却損 ※５ 0     0    

３．関係会社株式評価損   －     639    

４．投資有価証券評価損   －     1    

５．減損損失 ※６ 49     14    

６．その他特別損失   － 54 0.2 2 676 2.0 

税引前当期純利益     878 2.9   299 0.9 

法人税、住民税及び事

業税 
  333     376    

還付法人税等   △42     －    

法人税等調整額   77 368 1.2 12 389 1.2 

当期純利益又は当期純

損失（△） 
    510 1.7   △90 △0.3 
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製造原価明細書 

（脚注） 

役務収入原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は、実際単純総合原価計算によっております。 

完成工事原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は実際個別原価計算によっております。 

   

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ．原材料費   175 64.6 191 66.5 

Ⅱ．労務費   43 16.0 35 12.4 

(うち退職給付費用)   (2) (0.9) (1) (0.5)

(うち賞与引当金繰入額)   (4) (1.8) (1) (0.6)

Ⅲ．経費   52 19.4 60 21.1 

(うち減価償却費)   (5) (1.9) (9) (3.2)

当期総製造費用   271 100.0 287 100.0 

当期製品製造原価   271   287  

           

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

原価計算の方法 
 等級別実際総合原価計算を採用しております。 

原価計算の方法 
同左 

   
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ．容器耐圧検査原価   185 74.6 120 65.2 

Ⅱ．ゴルフ練習場収入原価   47 19.0 49 26.7 

Ⅲ．給油所収入原価   15 6.4 14 8.1 

  役務収入原価   248 100.0 184 100.0 

   
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ．材料費   － － － － 

Ⅱ．外注費   26 95.1 37 95.0 

Ⅲ．経費   1 4.9 1 5.0 

（うち人件費）   (0) (1.3) (0) (1.3)

当期総工事原価   27 100.0 39 100.0 

期首未成工事支出金   －   －  

期末未成工事支出金   －   －  

完成工事原価   27   39  
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③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 注.1 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   2  租税特別措置法に基づく税務上の法定取崩額であります。 

   3  単元未満株式の買取及び売渡請求に係るものであります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,512 379 867 1,246 111 8,470 168 8,749 △3 11,505 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注.1）             △184 △184   △184 

利益処分による役員賞与の
支払（注.1） 

            △18 △18   △18 

別途積立金の取崩（注.1）           △100 100 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注.1） 

        △9   9 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注.2） 

        △8   8 －   － 

当期純利益             510 510   510 

自己株式の取得（注.3）                 △1 △1 

自己株式の処分（注.3）                 0 0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                    

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － △17 △100 425 307 △0 307 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,512 379 867 1,246 93 8,370 593 9,057 △4 11,812 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

408 408 11,913 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注.1）     △184 

利益処分による役員賞与の
支払（注.1） 

    △18 

別途積立金の取崩（注.1）     － 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注.1） 

    － 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注.2） 

    － 

当期純利益     510 

自己株式の取得（注.3）     △1 

自己株式の処分（注.3）     0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△14 △14 △14 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△14 △14 292 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

394 394 12,206 
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当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 注.1 租税特別措置法に基づく税務上の法定取崩額であります。 

   2  単元未満株式の買取及び売渡請求に係るものであります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,512 379 867 1,246 93 8,370 593 9,057 △4 11,812 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当             △184 △184   △184 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注.1） 

        △8   8 －   － 

別途積立金の積立           300 △300 －   － 

当期純利益（△純損失）             △90 △90   △90 

自己株式の取得（注.２）                 △1 △1 

自己株式の処分（注.２）                 0 0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                    

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － △8 300 △566 △274 △0 △274 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 

1,512 379 867 1,246 85 8,670 27 8,782 △4 11,537 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

394 394 12,206 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当     △184 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注.1） 

    － 

別途積立金の積立     － 

当期純利益（△純損失）     △90 

自己株式の取得（注.２）     △1 

自己株式の処分（注.２）     0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△250 △250 △250 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△250 △250 △525 

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 

144 144 11,681 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 先入先出法による原価法。 

 （ただし一部の少額商品は最終仕入

原価法） 

(1）商品 

同左 

  (2）製品 

 総平均法による原価法。 

(2）製品 

同左 

  (3）原材料 

 先入先出法による原価法。 

(3）原材料 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く。）については定額法）を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物          ２～50年 

機械及び装置         ２～15年 

(1）有形固定資産 

建物（建物付属設備は除く） 

a 平成10年３月31日以前に取得し 

 たもの 

  旧定率法によっております。 

b 平成10年４月１日から平成19年 

 ３月31日までに取得したもの 

   旧定額法によっております。 

c 平成19年４月１日以降に取得し 

 たもの 

  定額法によっております。 

建物以外 

a 平成19年３月31日以前に取得し 

 たもの 

  旧定率法によっております。 

b 平成19年４月１日以降に取得し 

 たもの 

  定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物             ２～50年 

機械及び装置     ２～15年 
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項目 
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月30日 法

律第６号）及び（法人税法施行令の一部

を改正する政令平成19年３月30日 政令

第83号））に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。 

 これに伴い、前事業年度と同一の方法

によった場合と比べ、売上総利益が０百

万円、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益はそれぞれ９百万円減少し、当

期純利益は５百万円減少しております。 

（追加情報） 

 当事業年度から、平成19年３月31日以

前に取得したものについては、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で備忘価額まで均等償却する方法によ

っております。 

 これに伴い、売上総利益が４百万円、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ25百万円減少し、当期純利

益は15百万円減少しております。 

  (2）無形固定資産 

 定額法（ただし、のれんについて

は、取得後５年間で均等償却し、ソフ

トウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法）を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、発生の翌事業

年度において一括処理をすることとし

ております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  (5）関係会社事業損失引当金 

 関係会社の事業の損失に備えるた

め、関係会社に対する投資金額を超え

て当社が負担することとなる損失見込

額を計上しております。 

(5）関係会社事業損失引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

 消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

 （役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

22百万円減少しております。 

────── 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、これまでの資本の部の合計に相当する金額と同額

であります。 

 また、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

────── 

  

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

（貸借対照表）  

  前事業年度において、「営業権」として表示されていた

ものは、当事業年度から「のれん」と表示しております。

────── 

  

          ────── 

           

（貸借対照表）  

  財務諸表等規則ガイドラインの改正により、前事業年度

は「現金預金」に含めて表示しておりました内国法人の発

行する譲渡性預金については、当事業年度においては「有

価証券」に含めて表示しております。 

      前事業年度 1,000百万円 

      当事業年度 1,000百万円 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成19年３月31日） 

当事業年度 
（平成20年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産 

建物 1,124百万円 

土地 4,010 

投資有価証券 17 

計 5,152 

建物 1,125百万円 

土地 4,003 

投資有価証券 11 

計 5,140 

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 

短期借入金 2,810百万円 

１年内返済予定長期借入金 389 

長期借入金 222 

買掛金 240 

計 3,662 

短期借入金 3,480百万円 

１年内返済予定長期借入金 143 

長期借入金 79 

買掛金 333 

計 4,036 

※２．有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる

圧縮記帳累計額は、建物6百万円、構築物3百万円、

機械及び装置48百万円、工具、器具及び備品0百万円

であります。 

※２．         同左 

 ３．受取手形割引高 70百万円 

※４．        ────── 

       

 ３．受取手形割引高 130百万円 

※４．関係会社に係る注記    

    買掛金 202百万円 

 ５．保証債務  ５．保証債務 

(イ）下記の会社の金融機関からの借入債務に対し、

保証を行っております。 

(イ）下記の会社の金融機関からの借入債務に対し、

保証を行っております。 

ヨーケン㈱ 141百万円 

上伊那ガス燃料㈱ 91 

サンエネック㈱ 30 

富山サンリン㈱ 44 

サンリン松本石油㈱ 391 

計 699 

ヨーケン㈱ 137百万円 

上伊那ガス燃料㈱ 89 

サンエネック㈱ 30 

富山サンリン㈱ 40 

サンリン松本石油㈱ 350 

計 647 

(ロ）当社の得意先23社のリース債務38百万円に対

し、保証を行っております。 

(ロ）当社の得意先22社のリース債務31百万円に対

し、保証を行っております。 

(ハ）ウロコ興業㈱の得意先に対する工事前受債務 

 1百万円に対し、保証を行っております。 

（ハ）     ────── 

※６．期末日満期手形 

  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含ま

れております。 

受取手形 97百万円

支払手形 155百万円

設備支払手形 2百万円

※６．       ────── 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

   

※１．他勘定へ振替高 ※１．他勘定へ振替高 

販売費及び一般管理費 108百万円 販売費及び一般管理費 120百万円 

※２．関係会社に係る注記 ※２．関係会社に係る注記 

 なお、上記以外の関係会社からの営業外収益の合計

額が営業外収益の合計額の100分の10を超えており、

その金額は57百万円であります。 

受取配当金 46百万円 

受取派遣料 31  

 なお、上記以外の関係会社からの営業外収益の合計

額が営業外収益の合計額の100分の10を超えており、

その金額は57百万円であります。 

受取配当金 49百万円 

受取派遣料 30  

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械及び装置 1百万円 

車両運搬具 0  

工具、器具及び備品 0  

 計 1  

構築物 0百万円 

機械及び装置 2  

車両運搬具 0  

工具、器具及び備品 0  

のれん 9  

 計 12  

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

構築物 0百万円 

機械及び装置 0 

車両運搬具 1 

工具、器具及び備品 1 

固定資産解体損 1 

計 3 

建物 0百万円 

建物付属設備 0 

構築物 0 

機械及び装置 14 

車両運搬具 0 

工具、器具及び備品 0 

固定資産解体損 2 

計 18 

※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具 0百万円 構築物 0百万円 

車両運搬具 0  

土地 0  

 計 0  
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前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

※６．減損損失 ※６．減損損失 

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当社は、事業用資産について、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位として営業店舗毎に、

また将来の利用計画が明確でない遊休資産等は物件毎に

グルーピングを実施しております。  

 事業用資産については、営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、遊休資産については、市場価格が帳

簿価額より下落しているため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しました。その内訳は土地 49百万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額によって算出し

ており、その算定については不動産鑑定評価額及び固定

資産税評価額を基準に市場価格を適正に反映していると

考えられる評価額により算定しております。 

用途 種類 場所 

ＳＳ設備 土地 
長野県松本市ほ

か２ヶ所  

遊休資産  土地  
長野県松本市ほ

か２ヶ所  

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当社は、事業用資産について、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位として営業店舗毎に、

また将来の利用計画が明確でない遊休資産等は物件毎に

グルーピングを実施しております。  

 事業用資産については、営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、遊休資産については、市場価格が帳

簿価額より下落しているため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しました。その内訳は機械及び装置０百万円、土地14

百万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額によって算出し

ており、その算定については不動産鑑定評価額及び固定

資産税評価額を基準に市場価格を適正に反映していると

考えられる評価額により算定しております。 

用途 種類 場所 

ＳＳ設備 
土地・機械及

び装置 
長野県松本市 

遊休資産  土地  
長野県松本市ほ

か２ヶ所  
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）当事業年度中における増減は、単元未満株式の買取り及び売渡請求に係るものであります。 

当事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）当事業年度中における増減は、単元未満株式の買取り及び売渡請求に係るものであります。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 5,901 1,640 813 6,728 

合計 5,901 1,640 813 6,728 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 6,728 2,641 1,628 7,741 

合計 6,728 2,641 1,628 7,741 
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

────── 

────── 

  ２．未経過リース料期末残高相当額 

────── 

  

  

  ３．支払リース料及び減価償却費相当額   

  支払リース料 1百万円 

減価償却費相当額 1百万円 

  

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった項目別の内訳 

項目 
前事業年度 

（平成19年３月31日） 
当事業年度 

（平成20年３月31日） 

繰延税金資産 （百万円） （百万円） 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

賞与引当金 

貸倒引当金 

関係会社事業損失引当金 

投資有価証券評価損 

関係会社株式評価損 

減損損失 

未払事業税 

関係会社有価証券 

その他 

小計 

評価性引当額 

繰延税金資産計 

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債計 

繰延税金資産の純額 

233

69

85

32

49

10

6

337

8

5

13

854

△341

513

 

△63

△267

△330

183

238

58

66

27

49

11

270

332

17

5

28

1,105

△610

495

 

△57

△95

△153

341

前事業年度 
（平成19年３月31日） 

当事業年度 
（平成20年３月31日） 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が1.5％であり、法定実効税率の５％以下の

ため記載を省略しております。 

 法定実効税率 40.4 ％

 （調整）    

交際費等永久に損金に算入されない

項目  

4.4  

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目  
△7.6  

県民税・住民税均等割 4.3  

評価性引当額の増減額 89.8  

 その他 △1.3  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 130.1  
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（企業結合等関係） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 992円95銭 

１株当たり当期純利益金額 41円52銭 

１株当たり純資産額 950円31銭 

１株当たり当期純損失金額 7円32銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前事業年度 

（平成19年３月31日) 
当事業年度 

（平成20年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 12,206 11,681 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
－ － 

 普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 12,206 11,681 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（千株） 
12,293 12,292 

 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当期純利益（又は△純損失）（百万円） 510 △90 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（又は△純損

失）（百万円） 
510 △90 

期中平均株式数（千株） 12,293 12,292 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

株式会社ミツウロコ 1,218,000 727 

株式会社八十二銀行 290,740 184 

東燃ゼネラル石油株式会社 97,592 83 

リンナイ株式会社 21,260 69 

日本ガス合成株式会社 6 30 

株式会社北越銀行 120,000 27 

ＮＴＮ株式会社 27,034 18 

株式会社丸互 1,512 15 

イオン株式会社 9,590 11 

キッセイ薬品工業㈱ 3,896 8 

その他21銘柄 133,531 42 

計 1,923,163 1,217 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 
㈱八十二銀行 譲渡性預金 １口 1,000 1,000 
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【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期減少額の欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」58百万円は、債権回収による取崩額0百万円及び洗替による戻入額57百

万円であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額及び
減損損失累計
額又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物 4,941 88 0 5,029 3,628 106 1,400 

構築物 2,019 36 9 2,046 1,789 35 257 

機械及び装置 2,664 136 125 2,675 2,126 
107 

(0) 
548 

車両運搬具 668 40 20 688 574 57 113 

工具、器具及び備品 1,536 91 111 1,517 1,213 131 303 

土地 4,904 59 
15 

(14) 
4,948 － － 4,948 

建設仮勘定 36 297 306 28 － － 28 

有形固定資産計 16,771 750 
589 

(14) 
16,932 9,333 

439 

(0) 
7,599 

無形固定資産              

のれん － － － 133 100 26 32 

借地権 － － － 48 － － 48 

ソフトウェア － － － 49 40 5 8 

その他 － － － 26 16 0 10 

無形固定資産計 － － － 256 157 32 99 

長期前払費用 12 39 1 51 14 7 198 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 91 87 12 58 107 

賞与引当金 189 164 189 － 164 

役員退職慰労引当金 172 19 46 － 144 

関係会社事業損失引当金 122 － － － 122 
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（２）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

Ａ．現金及び預金 

Ｂ．受取手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 52 

預金  

当座預金 816 

普通預金 439 

定期預金 55 

定期積金 1,344 

別段預金 0 

小計 2,656 

合計 2,708 

相手先 金額（百万円） 

株式会社キタハラ 59 

株式会社堀内商事 41 

有限会社荻原石油 25 

有限会社丸二商会 20 

有限会社山太波多腰商店 19 

その他 303 

合計 470 

期日別 金額（百万円） 

平成20年４月 170 

平成20年５月 194 

平成20年６月 72 

平成20年７月 27 

平成20年８月以降 5 

合計 470 
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Ｃ．売掛金 

(a）相手先別内訳 

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

Ｄ．商品 

Ｅ．製品 

相手先 金額（百万円） 

全国農業協同組合連合会長野県本部 559 

新日本石油株式会社 134 

富山サンリン株式会社 92 

株式会社綿半ホームエイド 58 

サンリン松本石油株式会社 50 

その他 2,628 

合計 3,524 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

366 

3,075 34,977 34,528 3,524 90.7 34.4 

品目 金額（百万円） 

石油類 334 

ＬＰガス 739 

住設機器類 180 

一般高圧ガス他 15 

合計 1,269 

品目 金額（百万円） 

煉炭 9 

豆炭 25 

合計 34 
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Ｆ．原材料 

Ｇ．貯蔵品 

② 負債の部 

Ａ．支払手形 

(a）相手先別内訳 

品目 金額（百万円） 

主原料 172 

副原料 2 

荷造材料 5 

合計 180 

品目 金額（百万円） 

収入印紙、切手 4 

合計 4 

相手先 金額（百万円） 

リンナイ株式会社 153 

富士工器株式会社 79 

セントラル石油瓦斯株式会社 66 

株式会社コロナ 45 

株式会社ミツウロコ 40 

その他 185 

合計 572 

-81-



(b）期日別内訳 

Ｂ．買掛金 

Ｃ．短期借入金 

（３）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記すべき事項はありません。 

② 訴訟 

 該当事項はありません。 

期日別 金額（百万円） 

平成20年４月 313 

平成20年５月 132 

平成20年６月 124 

平成20年７月 0 

平成20年８月 0 

合計 572 

相手先 金額（百万円） 

全国農業協同組合連合会長野県本部 364 

東燃ゼネラル石油株式会社 333 

伊藤忠エネクス株式会社 199 

伊藤忠商事株式会社 133 

三鱗運送株式会社 117 

その他 820 

合計 1,969 

相手先 金額（百万円） 

株式会社八十二銀行 3,400 

その他 180 

合計 3,580 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

          会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

          会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

          株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

          株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 100,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都豊島区西池袋一丁目７番７号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都豊島区西池袋一丁目７番７号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により電子公告すること

ができないときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

 http://www.sanrinkk.co.jp/stock/index02.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

-83-



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第73期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月22日関東財務局長に提出 

事業年度（第73期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(3）半期報告書 

(第74期中）（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）平成19年12月20日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

サンリン株式会社    

  取締役会 御中  

    平成１９年６月２６日 

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田  厚  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福井 利幸  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

リン株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン

リン株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から役員賞与に関す

る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

サンリン株式会社    

  取締役会 御中  

    平成２０年６月２５日 

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田  厚  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福井 利幸  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンリン株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン

リン株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

サンリン株式会社    

  取締役会 御中  

    平成１９年６月２６日 

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田  厚  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福井 利幸  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

リン株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンリン

株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から役員賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会

計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

サンリン株式会社    

  取締役会 御中  

    平成２０年６月２５日 

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田  厚  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福井 利幸  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンリン株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第７４期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンリン

株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 


